
１．はじめに

　近年，安全工学の分野では「変化する状況下で機能を
維持し続けること」を求める安全戦略（Safety-II）が注
目され，そのために必要な能力として「レジリエンス」
が求められている１）２）。「レジリエンス」とは，「変化や
擾乱に対してシステムの機能を調整することにより，状
況が予見可能か否かに関わらず必要な機能を継続するシ
ステム固有の能力」３）あるいは「外乱に対する反応を適
応させる能力」４）と定義される。一方，鉄道を含む運輸
安全マネジメントでは，被害最小化／事故の早期回復の
ための活動の充実，すなわちレジリエントな組織・現場
づくりが求められている１）。
　そこで，本研究では，発生頻度が高い災害として降雨
災害への対応を対象とし，事故や災害発生時にレジリエ
ントな対応行動を促す職場活動のポイントを評価する手
法を開発した。また，評価結果の提示方法による改善促
進効果を確認した。さらに，改善のための振り返り「学
習」を支援する災害対応行動の評価方法を作成した。

２．職場活動評価手法の作成

2. 1　評価項目の作成
　レジリエントな組織管理に求められる 4つの能力（予
見：anticipating，監視：monitoring，対処：responding
および学習：learning）３）４）の視点で，既存の職場の安全
風土評価項目５）～10）他（675項目）を整理した。これらに
は，異常時対応に関する内容がすでに含まれていたが，

改めてレジリエンスの視点で整理し，災害事例との関連
性を分析することとした。
　次に，2018年夏期に発生した降雨災害に対する対応
の実態についてヒアリング調査を実施した。対象者は災
害対応経験のある職場管理者（現場長・助役等，N＝
12）であり，一人につき 120～150分の調査を実施した。
調査では，安全でかつ早期に回復するための復旧対応や
併発事故防止，被害の拡大防止のための対応行動と，そ
の対応行動が実施できるための事前の職場の活動（備
え）について質問を行った。これらの整理・調査結果に
基づき，職場管理者が回答する 70項目，現場社員が回
答する 33項目，各職種系統の管理部門が回答する 19
項目の評価項目の候補を作成した。
　作成した評価項目を用いて，職場の活動の実態を把握
するための質問紙調査を行った。調査は乗務員，土木，
保線，電力，信号・通信，車両の 6系統の 70職場に対
して 2019年 7～9月に実施した。調査では，「職場内の
担当系統のこの 1年ほどの状況・状態」について 7件
法（7：非常にあてはまる～1：まったくあてはまらな
い）での回答を求めた。ただし，不明回答（回答できな
い，よくわからない）の回答を許容した。また，「災害
対応が上手くいくために職場ですべき取り組みで，最も
重要だと思うこと」が項目候補の中にあるかどうか（な
ければ，内容の記述を求める）の回答を求めた。ただし，
調査の時点で入社 1年を経ていない回答者のデータは
分析から除外した。本調査により，職場管理者からは
307件（職場・担当系統 107ヵ所），現場社員からは 2,553
件（職場・担当系統 124ヵ所）の分析対象データを得た。
　これらのデータを分析し，評価内容に不足な点がない
かの確認と，代表項目の特定およびこれらをまとめる潜
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在因子の抽出を行った。その結果，職場管理者，現場社
員ともに，候補の評価項目以外に職場の活動として重視
する内容はなかった。また，職場管理者は安全重視の指
示や対応の振り返り等を，現場社員は職場内外の連携を
重視していた。
　次に，不明回答を除いた数値回答（1～7）から，職場・
系統ごとの各項目に対する回答平均値を算出した。この
値に基づき，項目内容の分類ごとに 1尺度とみなしたと
きの信頼性係数（Cronbachʼsのα係数）が 0.7以上に
なる分類を繰り返し，代表項目の選定を行った。これに
より，現場管理者による回答データから 25の評価項目
と代表項目，現場社員による回答データから 14の評価
項目と代表項目を選定した（表 1）。また，因子分析（主

因子法／Promax回転）を行い，評価項目をまとめる潜
在因子を抽出した。その結果，現場管理者による回答デー
タについては『社員への指導』，『災害対応後の振り返り』
および『リソース・情報の管理』の 3因子を抽出した。
全分散に対する累積説明率 50.9%，因子間相関 0.579～
0.635である。また，現場社員による回答データからは，
『情報伝達と判断基準』，『基本動作の実施と育成』およ
び『職場の安全風土』の 3因子を抽出した。全分散に対
する累積説明率 63.2%，因子間相関 0.347～0.452である。

2. 2　評価値の算出方法
　評価値は，各職場内の職種系統別に，7件法の数値回
答（1～7）のみを使用し，因子得点（代表項目の平均値）

表１　職場の活動の評価項目
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を算出した。そして，相対評価となるよう，正規分布を
仮定して平均 50，標準偏差 10の正規化変換（偏差値の
算出）を行った。平均より 3σ以上離れると 0.1%以内
の確率となるため，ここでは誤差とみなし，偏差値 20以
下は値を 20，80以上は値を 80にまとめる処理を行った。
　評価値の算出に用いた各因子の基本統計量を表 2に
示す。7段階の中央値は 4（どちらでもない）であるが，
いずれも平均値が 4以下になることはなかったことか
ら，無理な内容の評価指標ではないことが示唆された。

2. 3　評価値と災害対応結果との関連性
　上記で算出した職場・職種系統別の評価値の妥当性検
証のため，実際の災害時の対応の結果との関連性を確認
した。
　災害時対応の調査は，2019年 8～10月および 2020年
6～9月に実施した。調査対象者は職場管理者であり，
以下の 7つのチェック項目11）に対して，「今回は該当」，
「該当しない」および「回答できない」のいずれかの回
答を求めた。調査の結果，準備はしていたが災害には至
らない場合も含めて 419事例についてデータを取得した。
　① 結果的に，当初の見込みよりも早く復旧することが
できた

　② 結果的に，他系統と上手く連携して復旧することが
できた

　③災害対応中に，備品や資材の不足は発生しなかった
　④災害対応中の取扱いミスの発生はなかった
　⑤災害対応中の，確認漏れ，点検漏れはなかった
　⑥災害対応中の，怪我や疾病の発生はなかった
　⑦ 結果的に，特に問題なく，上手く復旧することがで
きた

　災害対応の結果を把握する上記の 7項目について，因
子分析による次元分解を試みたが，固有値 1以上の基準
では 1因子（全分散に対する説明率 64.6%）しか抽出で
きなかった。このことから，7項目の評価を 1つの指標
に統合しても特に問題はないことを確認した。
　次に，降雨災害の対応があった回答事例（N＝264～
272）について，「結果的に，当初の見込みよりも早く
復旧することができた」に該当する職場か否かで，職場
活動の評価値を比較した。その結果（表 3），見込みよ
り早期回復ができた事例の職場では，それ以外の職場と
比べて，職場活動の評価のうち『災害対応後の振り返り』，
『リソース・情報の管理』および『職場の安全風土』の
評価値が統計的に有意に高いことが分かった。

３．職場活動の評価結果の提示方法

　職場活動の評価結果の提示と改善の程度の関係を分析
し，評価値の他に付加するコメントの記述内容の条件を
検証した。仮説は，職場管理者に対して改善を促す評価
手法の研究でのヒアリング調査の結果12）に基づき，以
下の 3つを検証した。
　① 評価値をグラフで定量的に提示されるだけよりも，
改善のポイントについてのコメントを付加した方が
より改善される

　② 現場管理者による評価が低い因子よりも，職場社員
による評価が低い因子についてコメントする方がよ
り改善される

　③ 評価値が高い点を褒めた方が，（褒めたポイント以
外の尺度において）より改善される

表２　偏差値変換に用いた各尺度の統計量

表３　災害対応時の早期回復の達成の有無による職場活動の評価値の比較
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　職場・職種系統別の 96箇所に対して，2019年 7～9
月の調査データに基づく評価結果を，2020年 5月に提
示し， 2020年 10～12月に再調査を行った。その結果，
職場管理者による回答データ 297件，現場社員による
回答データ 2,199件を得た。このデータについて，対応
する箇所での評価値を結果の提示前後で比較したとこ
ろ，調査時期による評価値に有意差はみられなかった。
次に，評価値の変化量（前回の評価値との差）を結果提
示の効果量とし，低評価に対する改善のコメントの有無
による変化量を比較した。その結果（図 1），コメント
を付加した場合の変化量が全ての因子において正の値を
示し，さらに 6つの因子のうち 4つで有意差が見られ
た13）。特に，『災害対応後の振り返り』において，コメ
ントの付加による変化量が大きいことが分かった。
　一方，職場管理者と職場社員の間で回答データからの
評価値の変化量に有意差が見られなかった。このため，
管理者による評価が低い尺度よりも，職場社員による評
価が低い尺度についてコメントする方が改善の効果量が
大きいという傾向は確認できなかった。
　また，高評価のコメントの有無による変化量の比較を
行った結果，評価値が高い因子について褒めるコメント
をした場合，5因子で有意に低下する（変化量が負の値
となる）傾向が見られた。また，褒めた内容以外の因子
については，30件の組合せのうち 8割で有意差がなく，
2割で有意に低下する（変化量が負の値となる）傾向が
みられた13）。すなわち，評価値が高い尺度について褒め
ると（褒めたポイント以外の尺度において）改善が促さ
れるといった傾向は確認できなかった。
　以上の結果から，評価結果の提示方法として図 2に示
すデザインを提案した。

４．振り返りのための災害対応行動の評価手法

4. 1　作成方法と災害結果（総合）との関連性
　ここまでの分析により，レジリエントな組織に求めら
れる能力の一つである学習（learning）に対応する活動
である「振り返り」について，以下の結果が得られた。
・職場管理者が重視している（2.1節）
・ 災害時に見込みより早期に回復できた職場では評価値
が高い（2.3節）
・ 評価値とコメントを提示すると改善の程度が大きい 
（3章）
　これらの結果をふまえ，災害後の「振り返り」を支援
するため，これに用いる降雨災害発生への対応行動の
チェックリストを作成した。災害対応の実態を把握する
ためのヒアリング調査（2.1項）の結果に基づき，安全
でかつ早期に回復するための災害対応時の復旧対応や併
発事故防止，被害の拡大防止のための対応行動のポイン
トを，職種系統別に 42～59項目（表 4）に整理した。
　作成したチェック項目の妥当性を確認するため，安全
の確保や早期回復の総合指標の値との関連性を確認し
た。総合指標は，災害対応の結果を評価する 7項目（2.3

図１　�低評価に対するコメントの有無による評価値の変化量の比較結果

図２　評価結果の提示デザイン
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項）に対して「今回は該当」した場合を「1」とし，そ
の合計値（0～7）を算出した。チェック項目の各行動
が実施された場合と実施されない場合で総合指標の平均
値を比較した結果（図 3），全てのチェック項目におい
て，各行動が実施された場合に総合指標の値が有意に高
いことを確認した（N＝353）。

4. 2　早期回復との関連と評価の重み
　各災害対応行動について，早期回復との関連性を確認
するため，早期回復の結果への寄与率（見込みより早期
回復が達成できた事例数／対応行動の実施事例数）を算
出した11）。この結果，各災害対応行動の早期回復への寄
与率は 0.122～0.880（N＝353）と大きなバラツキがみ

られた。早期回復への寄与率が特に高い災害対応行動を
表 5に示す。これらの行動は，災害の予想・予測，予測
による警戒態勢，現地の状況把握，情報の共有化・円滑
な伝達，復旧時の個人配慮や負担の配慮，復旧時の指導
といった内容であり，レジリエンスの 4つの能力のうち
「監視」や「対処」に対応するものである。
　一方，早期回復以外の代表的な結果評価として，取り
扱いミスの防止に対して，同様に各対応行動の寄与率
（取り扱いミス防止が達成できた事例数／対応行動の実
施事例数）を算出した結果，0.643～0.972（N＝353）
と一定の高い数値を示した。したがって，早期回復への
寄与率が高い災害対応行動は，取り扱いミスの防止への
寄与率も一定レベル以上となっており，特に早期回復を
重視した行動のみ実施しても安全を損なうものではない
ことが示唆された。
　なお，災害対応行動の寄与率と実施率（各事例で当該
行動が実施できた事例数／全事例）の相関係数は r＝
0.857（N＝353）であり，高い関連性を示した。このこ
とから，早期回復への寄与率が高いほど災害対応行動が
実施されている（低いほど実施していない）ことが分
かった。言い換えれば，早期回復への寄与率が高いにも
かかわらず，実施できていない災害対応行動はなく，調
査対象とした組織では，全体として，上手く管理ができ
ていることが確認できた。

５．おわりに

　本研究では，既存の職場の安全風土評価手法５）～10）他を
レジリエンスの視点で見直し，降雨災害時の良好対応の
実態調査結果をふまえて，災害時の早期回復のための職
場活動を評価する手法を開発した。評価を構成する 6つ
の因子のうち，早期回復ができた職場では，『災害対応
後の振り返り』，『リソース・情報の管理』および『職場
の安全風土』において職場活動の評価値が有意に高いこ
とを確認した。すなわち，本研究で作成した職場活動の
評価値は，概ね災害対応の結果と関連があり，妥当性が

表４　降雨災害での対応行動のチェック項目の例11）

図３　�安全の確保や早期回復の総合指標と�
災害対応行動の関係（結果例）

表5　早期回復への寄与率が高い災害対応11）
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あることを確認した。
　一方，これまで筆者らが実施した職場の安全風土評
価５～10）は過去の事故実績にとらわれない評価を主目的
にしており，その妥当性は内容の質的な検討に基づくも
のであった。外的基準としての事故データは職場活動等
の背景要因まで詳細に分析されているとは限らないた
め，件数だけの表面的な関連性が確認できたとしても妥
当性を示すことにはならないからである。また，安全風
土の影響を検証するには数ヶ月ではなく，数年単位の調
査が必要であるといった先行研究14）もある。よって，
本研究により，職場活動と災害対応時の早期回復の達成
との関連性が部分的に確認できたが，今後，長期にわた
る追跡調査を実施すれば，さらに関連性を明瞭に確認で
きる可能性がある。
　また，本研究では，職場活動の評価結果の提示方法と
改善の程度の関係を分析した。その結果，評価値を定量
的に提示されるだけよりも，低評価の結果についてコメ
ントを付加した方が，『社員への指導』，『災害対応後の
振り返り』，『基本動作の実施と育成』および『職場の安
全風土』において，改善の程度が大きいことを確認した。
ただし，職場社員からの期待や評価を受けることが職場
管理者の動機づけを促すのではないかと推察したが，こ
のような効果は確認できなかった。本研究で得られた
データは「期待」ではなく，あくまでも実態の評価であ
るため，効果が小さかった可能性もある。また，「褒める」
ことで，評価に対する否定的な印象（心理的抵抗感）を
なくし，改善への動機づけが高まるのではないかと考え
たが，これについても仮説が支持されなかった。ただし，
本研究はあくまで実態の評価であり，評価に対する印象
や改善意欲については把握していないため，仮説を明確
に棄却できるとも言えない。このため，本研究で支持さ
れなかった 2つの仮説については，今後も知見を蓄積
し，引き続き検証を行いたい。
　さらに，本研究では，レジリエンスの「学習」を支援
するため，降雨災害時の振り返りを行う「災害対応行動
の評価手法」を作成した。実際の降雨災害での対応行動
を調査した結果，作成した手法で取り上げた全ての
チェック項目で，安全の確保および早期回復への関連が
確認できた。特に「予見」や「対処」に関する対応行動
を行うと早期回復が達成しやすい傾向を確認した。また，
早期回復との関係を分析するために，各チェック項目の
早期回復への寄与率を算出した。これらの値を各チェッ
ク項目の重み値として，全項目を集計することで，振り
返り時の災害対応行動の評価を行うことが可能である。
ただし，職種系統や災害内容・規模等によって求められ
る作業内容や必要な行動が異なるため，さらに詳細な重
みづけを算出するためには，対応する災害内容や規模別

に対応行動の実施率を分析することが必要である。この
ような災害内容や規模等の詳細な調査分析やこれを踏ま
えた支援の強化は，今後の課題である。
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